2015年度男女平等社会および職場における男女平等の実現

に関する統一要求の解説と交渉の手引き
〔要　求〕

	１．男女平等社会実現にむけて
　地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。
策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。

イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定など、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。


〔解　説〕
　性別にかかわりなく、個人が、その個性と能力を十分に発揮できる職場・社会の実現は、私たちにとって喫緊の課題です。
1999年に施行された男女共同参画社会基本法（以下＝基本法）＜資料４、Ｐ.198～204＞は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。
また、基本法では
①　男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重。

②　社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること。

③　国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案、および決定への男女共同参画。

④　家庭生活における活動とその他の活動の両立。

⑤　国際的協調を掲げるとともに、男女平等参画社会実現にむけた国と自治体、そして国民それぞれが果たさなくてはならない役割（責務・基本的施策）。

を明記しています。したがって「基本法」を最低基準として各自治体の行動計画の策定が必要です。
　基本法の９条は、自治体に対して、国の基本理念にのっとり、国の政策に準じた施策だけでなく、「区域の特性」、すなわち地域の最適条件に応じた施策（地域の独自性）を策定し実施をすることを求めています。しかし基本法第14条では、都道府県は計画の策定義務を課していますが、市町村は努力義務にとどまっています。したがって、男女平等参画社会にむけた施策を積極的に事業化し推進するためには、条例の制定が欠かせません。条例は、各自治体での行政としての方向性を示し、それに基づきあらゆる個別施策が実施されていくという点で、大変重要な意味を持っています。2014年５月から十勝管内音更町で男女共同参画計画についての審議がはじまっていますが、しかし、2014年４月１日現在、道内における計画策定は41市町村、条例制定が18市町村と前年同期の調査と同数となっています。（資料１　Ｐ.179を参照）
　さまざまな施策や制度に男女の意見をバランスよく反映していくためには、公的な意思決定部門への男女平等参画が前提条件になります。しかし、議会や各種公的審議会や専門委員会、および行政職員に占める女性の割合が少ないのが現状です。

自治労道本部は、男女平等参画社会の実現をめざし、各自治体で、連合をはじめとした地域の仲間とともに、地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画の制定と自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を当局に求めていきます。
【「男女共同参画」と「男女平等参画」について】
　男女共同参画社会基本法で規定する「男女共同参画社会」は「男女平等」を当然の前提とした上でめざすべき社会ですが、「男女平等」でない状態で単に女性が参加するだけであるという誤解を招かないよう、条例の名称に「平等」を明示しています。
【資料１・２】
＜資料１＞　市町村における男女共同参画に関する条例制定状況・計画策定状況（2013年４月現在）Ｐ.179～180
＜資料２＞　道内市町村における女性の登用状況（2012年４月現在）Ｐ.181～188
【参考】

	北京宣言

　1995年に行われた第４回世界女性会議（北京で開催）で行動要領とともに採択された宣言。北京宣言及び行動綱領は、男女平等、開発、平和を目標に掲げ、女性のエンパワーメントに向けた課題を定めている。北京行動綱領には、女性の地位向上とエンパワーメントを達成するために優先的に取り組むべき12の重大問題領域が明記された。婦人の地位委員会は、この12の各重大問題領域の実施状況を検討し、その達成の速度を上げるため、1996年以来合意結論や勧告を採択してきた。行動綱領は、こうした合意結論や勧告とともに、21世紀における男女平等、開発、平和の達成に向けた更なる前進をめざした取組の基礎となるもの。


	男女共同参画 2000年プラン 
　男女共同参画推進本部が、1996年12月に策定した「男女共同参画社会の形成の促進に関する西暦2000年までの国内行動計画」。

　男女共同参画2000年プランは、1995年に北京で開催された第４回世界女性会議で採択された「行動綱領」や、1996年７月男女共同参画審議会（会長 縫田曄子）から答申された「男女共同参画ビジョン－21世紀の新たな価値の創造－」を踏まえ策定された。重点目標として、男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、女性に対するあらゆる暴力の根絶、メディアにおける女性の人権尊重、生涯を通じた女性の健康支援を新たに掲げ、ポジティブ・アクションの検討・奨励、セクシャル・ハラスメントの防止対策、リプロダクティブ・ヘルス／ライツなどが盛り込まれ、推進のための基本法の検討など、2000年までに取り組むべき施策がまとめられている。

　この行動計画の到達点として、1999年に「男女共同参画基本法」が施行された。


〔要　求〕

	１－　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。


〔解　説〕
　春闘統一要求編＜Ｐ.●～●＞を参照

〔要　求〕

	２．職場における男女平等の実現について
　『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠。出産を理由とした退職強要はなくすこと。


〔解　説〕
　男女雇用機会均等法（以下＝均等法）では雇用のステージにおける差別の禁止と、この差別を解消していくための積極的な措置（ポジティブアクション）により男女雇用平等をはかることが規定されています。均等法は一部を除き地方公務員にも適用されています。

　雇用の全ステージにおける平等の実践は、理念ではなく具体化の段階に入っており、取り組みの目標および要求は具体的でなければなりません。

　したがって、地公法13条を根拠に改正均等法の差別禁止規定が具体的に実現できるよう、あらゆる職場・職域への女性の積極的登用と、条件整備に取り組む必要があります。また、具体的な取り組みに当たっては、労使協議の場を設定し、男女平等実現についての労使の合意形成をはかっていくことが重要です。
【参考】
①　地方公務員法13条（平等取り扱いの原則）
第13条－　すべて国民は、この法律の適用について、平等に取り扱われなければならず、人種、信条、性別、社会的身分若しくは門地によって、又は第16条第５号に規定する場合を除く外、政治的意見若しくは政治的所属関係によって差別されてはならない。
②　男女雇用機会均等法

　女性労働者が増加する一方で女性差別がなくなっていない状況を受け、2007年４月に男女雇用機会均等法が改正され、間接差別も含め、雇用のあらゆる場面における性差別が禁止となっています。主なポイントは以下のとおりです。
〇　募集・採用、配置・昇進、教育訓練、福利厚生、定年・退職、解雇等、雇用の各ステージにおける男女双方に対する性を理由とする差別の禁止。

〇　性別以外の要件でも、一方の性に相当程度の不利益を与え、業務遂行上の必要などの合理性がない「間接差別」の禁止。

〇　セクハラと母性健康管理措置が、調停・企業名公表の対象に追加。

〇　報告をせず、または虚偽の報告をした者に対する過料の新設。

〇　ポジティブアクション（積極的男女平等促進策）の取り組みの実施状況の公表に国の援助。

〇　セクシュアル・ハラスメント対策が配慮義務から措置義務に強化。

〇　妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱いの禁止。
〔要　求〕

	２－　「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。
　募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。


〔解　説〕
　均等法では「採用・募集」について、男女に均等な機会が保障されなければならないことを規定しています｡しかし、使用者は管理運営事項であるとし、労働組合の関与を嫌う場合がありますが、男女異なる取り扱いは均等法違反であり、許されません。使用者に対し、均等法や地方公務員法の趣旨をよく説明し、労使のコンセンサスづくりに取り組むことが大切です。その上で、あらゆる職種・職域に男女の相互乗り入れをはかり、性別による偏りを解消していくことが可能な「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」の策定、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定と実行を要求していきます。その際、採用数の男女別統計は使用者の責任において作成・提供するよう求めます。使用者の姿勢がかたくなである場合は、労働組合で独自に調査し、データを具体的に示すことが必要です。（2012年４月１日現在、全道の公務員職員総数　63,778人の内女性　21,899人　34.3％　資料２－②　Ｐ.162を参照）
　採用時の面接などにおいて、女性にのみ一定の事柄について質問をしていないかなど、面接が男女の差別なく公平に行われているかチェックしていきましょう。
　職種・職域ごとの男女別採用数の変化を過去５年分調査すれば、傾向がわかります。偏りがみられる場合には、男女の別なく公正に採用することを求めます。
〔要　求〕

	２－　教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。


〔解　説〕
　均等法６条では、教育訓練の差別扱いを禁止しています。
　このことは、現在および将来の業務の遂行に必要な能力を身につけるための訓練（業務に必要な知識、技能、社会人・職業人として必要な一般教養、ＯＪＴなど）をさします。これらの訓練を女性に受けさせないことはもちろん、男女で異なる訓練をしたり、女性だけに「接遇訓練」を受けさせることなども均等法違反になります｡
　研修・教育については、管理職、係長級、新規採用職員をはじめ、男女職員全員を対象としたコンセンサスづくりをしていかなければなりません。

　男女異なる取り扱いがされていないか以下の項目について調査し、あれば改善を要求します。なお、研修カリキュラムの中に必須項目として「男女平等研修」を組みこむことを求めるとともに、計画的な研修の実施と労働組合としてカリキュラムづくり、効果測定に積極的に関わりましょう。また、講師の選定にあたっては労働組合の推薦する講師を含めるようにするとよいでしょう。
【教育・研修チェックリスト】
①　研修、訓練の周知がきちんとされているか｡

②　参加しやすいプランになっているか｡

③　研修計画があらかじめ立てられているか｡

④　研修・教育訓練の内容に、男女平等を促進する内容が含まれているか。

⑤　男女平等にかかわるカリキュラムの研修が、各級研修において義務づけられているか｡
〔要　求〕

	２－　福利厚生における男女差別をなくすこと。
　　　配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。
　　　実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。
　　　労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。


〔解　説〕
　均等法では福利厚生においても、女性であることを理由に男性と差別的取り扱いがされることは禁止されています。福利厚生制度の多くは、みんなで原資を平等に負担し合っているものであり、その還元はできる限り、性やライフスタイルに中立であることが望まれます。しかし、現行制度には、「世帯主」や「主たる生計維持者」という基準がおかれているものが少なくありません。こうした基準は、事実上女性を対象から排除する結果になるものであり、「間接差別」となります。

　均等法は、福利厚生制度の供与の対象を「世帯主」や「主たる生計維持者」とすることまで規制はしていませんが、女性のみ「配偶者よりも収入が多いことを証明しなければならない」などの不利な条件を課した場合は、「女性であることを理由とした差別的取り扱い」として均等法違反になります。職場の福利厚生制度の中身をチェックし、福利厚生における男女差別をなくして行く必要があります。
　制服・作業服やロッカーの貸与、職員・社員住宅の入居や保養所の利用・各種祝い金の対象などについて、男女異なる取り扱いがあるかをチェックし、あれば均等法の趣旨に反しますので、是正しましょう。住宅の貸与には独身寮も含まれ、男子寮しか設けていない場合は、女性の入居に対応できる施設の整備などを求めていきます。
　均等法９条は、結婚、妊娠・出産において、女性であることを理由に差別的取り扱いをすることは禁止されています。また、勧奨退職であっても、事業主の有形無形の圧力により、労働者がやむを得ず応ずることとなり、労働者の真意に基づくものでないと認めれられる場合には「解雇に含まれる」と新たに通達に明記されています。
　道内においても財政難・地域雇用環境の悪化に伴って、有形無形の圧力により共働き家庭への退職強要が起こるなど大きな問題が起きています。日常的な点検・摘発を強化するとともに、定年・退職・解雇に男女の差がないか実態を把握し、あれば同一の扱いとするよう求めていきます。
　夫の昇格を理由として、共働きの妻が退職を迫られる慣行が残っている場合もあります。職場結婚を理由とした退職強要は「憲法13条の結婚は自由を有するものであり、いかなる形の規定や慣行による任意退職でもすべて無効」であるという判例（「茂原市役所事件判決」千葉地裁1968年５月）が確立されています。

　夫の昇格に伴う妻への退職勧奨も、基本的には「結婚の自由」を否定するものであり、また女性労働者の雇用の権利を侵害するものです。文書等の規定はもちろん違法ですが、慣行であっても合法的なものではありません。
　2007年４月に施行された改正均等法において、間接差別については具体的な例示により禁止されました。間接差別とは、募集・採用などを含む賃金・労働条件において基準や慣行等が外見上は男女に関係なく中立的に見えても、実際には一方の性の構成員が他の性の構成員に対して相当程度の不利益を与えている差別のことを表します。各自治体等の実態を基に是正させるよう求めていきます。
〔要　求〕

	２－　配偶者同行休業制度については、国の措置に遅れることなく制度化すること。また、国内異動にも適用すること。


〔解　説〕
　　春闘統一要求編＜Ｐ.121＞を参照～
〔要　求〕

	３．格差是正について
　昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。
　配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。


〔解　説〕
　配置や昇任制度における差別的取り扱いを撤廃するためには、現状分析（｢なぜ、そうなっているのか｣）を行うとともに、将来目標設定について労使で協議し､目標達成がされたかどうか検証する、などの対応が不可欠で、｢単に機会を平等にしただけで､あとは女性が個人的に努力さえすれば平等になる｣ということでは、昇任制度における差別的取り扱いは解消されません。
　現行の賃金制度のもとでは、形式上は男女差別条項は存在しませんが、実質的には昇格が「職務・職階」名の発令（役付き）によって行われることから、その際女性職員が不当にも差別を受ける実情にあります。私たちの賃金が、生活給を基本にする以上、男女同一賃金を要求していくことは当然のことです。したがって、賃金格差の実態とその原因を明らかにするとともに、女性職員の昇給・昇格も、一般男性職員同様に取り扱わせることとし、一定経験年数での給与上の職名としての主任発令等を含めて自動昇格制を確立、いわゆる「係長相当職」と同様の賃金制度の適用・運用をはからせます。
【男女同一価値労働同一賃金】

　ＩＬＯ100号条約(｢同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約｣)や｢国際人権規約｣、｢女子差別撤廃条約｣において、男女同一賃金の原則は国際的に確立しています｡

　また、労基法４条は、｢女性であることを理由として、賃金について男性と差別的取り扱いをしてはならない｣としています。
　具体的には、

①　一般的または平均的に能率が悪いこと

②　勤続年数が短いこと

③　主たる生計の維持者でなく扶養家族が少ないこと、
等の理由によって賃金に差別をつけることは違法であるとしています｡

　さらに、地方公務員法13条は｢平等取り扱いの原則｣を定め、「人権、信条、性別、社会的身分若しくは門地等によって、差別されてはならない」としています。
〔要　求〕

	３－　扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。


〔解　説〕
　扶養手当を夫婦のどちらが取得するかは家庭内の問題であり、「私的な選択」です。このことを制度的に一方の性に誘導することは男女差別にあたります。扶養手当を男性のみに支払うのは明確な労基法４条｢男女同一賃金の原則｣違反であり、すぐに是正することが必要です。問題は、手当の支給対象が「世帯主」「主たる生計の維持者(夫婦で収入が多い方)｣などの場合です。これらは、性別が直接の基準になっていませんが日本では、住民票上の世帯主は夫が多く、男女間の賃金格差も大きいので収入が高いのは夫というケースが多数を占めることとなり、片方の性に不利益な結果をもたらすのは「間接差別」です。

　具体的取り組みとしては、扶養手当の支給基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」「社会通念上の扶養者」を削除し、申請した者が認められるようにしていくことが必要です。また、女性が申請する場合にだけ、夫の収入証明などを求めるケースがありますが、これも取り扱い上の男女差別にあたります。住居手当の場合も扶養手当と同様に考えるべきです。基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」を削除し、性別、世帯主、収入の多寡に関わらず、申請したものが認められるように求めて行きます。
〔要　求〕

	４．仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について
　仕事と家庭の両立支援策を進めること。
　労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。
①　介護休暇４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化、最低６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。


〔解　説〕
　　春闘統一要求編＜Ｐ．116～123＞を参照～
〔要　求〕

	４－　育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、民間・国と同様の所要の措置を講ずること。
①　配偶者が育児休業をしている職員、あるいは配偶者が専業主婦（夫）の職員の場合にも育児休業を取得できるようにすること。

②　産後休暇の期間内に男性職員が最初の育児休業をした場合に、再度の育児休業を取得できるようにすること。

③　３歳未満の子がある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならないこととすること。

④　小学校就学前の子を看護する場合の休暇を新設すること。すでに制度化されている場合は期間を拡充し、最低限、当該子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日とすること。

⑤　家族を介護するための短期の休暇を新設し、当該家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は10日とすること
　臨時・非常勤等職員についても、民間・国と同様に育児・介護休業の適用拡大をはかること。
　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。
　育児短時間勤務制度について、後補充の仕組みを明確にすること。
　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。
　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。
　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。
　保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。
　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。


〔解　説〕
　春闘統一要求編＜Ｐ．116～123＞および＜資料７＞を参照～
〔要　求〕

	４－　育児休業および介護休業に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、2011年11月の人事院規則の改正を踏まえ、早急に改善すること。


〔解　説〕
　春闘統一要求編＜Ｐ．116～123＞を参照～
〔要　求〕

	５．女性労働者が働きつづけるための条件確保について
　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。


〔解　説〕
　産前休暇制度は、胎児の成長が著しく妊娠中毒症を起こしたり、早産の危険性の高い出産前の期間について、産後休暇制度は、妊娠･出産後によって起こる生理的変化をもとの状態に戻すために必要な期間について、いずれも就業を制限することで妊産婦を保護することを目的としたものです｡

　労基法（65条）でも、産前６週間・産後８週間（多胎妊娠の場合は産前14週間・産後８週間）の休暇が認められています。
　自治労の各単組では、産前休暇は労基法を上回り８週間としているところが多数となっています。また、産前に残日数が生じたときに対処するため､産前産後休暇を通算して16週間としているところもありますが、最近では民間における権利との均衡をはかることを理由に労基法に準ずる取り扱いとする動きも発生しています。なお、産後休暇の期間について、自治労は14週間を要求しています。これは、この時期に乳児の首がすわり保育園などへの送迎移動がしやすくなること、乳児の授乳・睡眠のリズムが安定し、母体回復が十分にはかられることからです｡
〔要　求〕

	５－
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。


〔解　説〕
　均等法では、妊産婦が母子保健法による保健指導や健康診査を受けるため必要な時間を確保できるようにすること（第22条）、保健指導や健康診査に基づく医師の指導事項を守ることができるようにするため、勤務時間の変更や勤務の軽減などの必要な措置を講じること（第23条）、が義務づけられています。

　労働基準法で定められている産前産後休暇（労基法第65条）や時間外・休日・深夜労働の制限と変形労働の免除（第66条）、軽易業務への転換（第65条第３項）、育児時間（第67条）などの制度に加えて、妊産婦の時々の状態に着目し、個々人の状態と必要に応じたきめ細かな措置を事業主の責任で確保することとなっています。
　母子保健法に基づく妊産婦検診の回数は次の通りです。このために必要な時間を確保することが均等法で事業主に義務づけられています。検診の結果医師が追加の検診を指示した場合は、その時間も確保することが必要です。
	　妊娠23週まで
	　４週間に１回

	　妊娠24週～35週
	　２週間に１回

	　妊娠36週～出産
	　１週に１回

	　出産後１年以内
	　医師の指示により必要な回数


　妊産婦が医師の指導に基づき健康な職業生活を送れるよう、事業主が講ずべき措置に関する指針が定められています。指針に則した運用となるよう、次の項目の実現をはかりましょう。
①　検診と保健指導は一対のものであり２日間にわたって行われた場合も１回。

②　本人の希望があれば両親学級などの集団的指導や歯科検診も認めてよい。

③　事業主は業務の都合で検診の日程変更を求めないこと。

④　やむを得ず変更する場合は医療機関が指定する日を優先すること。
〔要　求〕

	５－
③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。


〔解　説〕
　妊娠障害休暇(つわり休暇)とは、妊娠中毒症や妊娠貧血症または切迫流産のおそれで安静が必要な場合の病気休暇と異なり、妊娠に伴なうさまざまな体の変調の結果、就業できないことに着目して設けられるべき制度です。均等法13条は「妊産婦が保健指導等による医師・保健士の指導事項を守ることができるようにするための措置」を定めています。新規に制度化したり、既存制度を拡充するにあたっては、この条文内容を活用して制度化を求めましょう。
　妊娠障害は個人差が大きく、長期にわたって、仕事ばかりか日常生活にも支障をきたす場合がありますので、本人から申請があった場合は、できる限り休めるような休暇としての制度化を求めましょう。制度化にあたっては、特別休暇の一つとして最低14日、取得単位も日や時間単位とし、取得対象期間も妊娠全期間として通算で何日とするようにしましょう｡
〔要　求〕

	５－
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。


〔解　説〕
　均等法は、事業主に「妊産婦が保健指導等による医師･保健婦の指導事項を守ることができるようにするための措置（均等法13条）」を義務づけ、妊娠中の通勤緩和、妊娠中の休憩に関する措置、妊娠中または出産後の症状等に対応する措置など事業主が構ずべき指針を定めています。
　通勤緩和措置

　通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体または胎児の健康保持に影響があるとして、医師または助産婦により通勤緩和の指導を受けた場合はもちろんのこと、妊娠中の女性労働者から申し出があった場合にも、時差出勤、勤務時間の短縮等の必要な措置を講ずることとしています。通勤緩和の具体的な方法は、人事院規則（規則10－７第７条）と同通知（職福―62、平成10年２月13日）では、以下の基準を参照に承認するとしています。
①　妊娠中の女性職員が請求した場合､正規の勤務時間の始めまたは終わりに､勤務しないことを承認しなければならない｡

②　通勤方法は、電車、バス等の公共交通機関のほか､女性職員が運転する自動車も含む。
　制度化にあたっては、適用対象者は徒歩通勤者を含めた全妊婦としましょう。また、通勤緩和措置が制度化された単組の内容を見ると、短縮時間は60分という場合が多いようですが､通勤時間を考慮して90分としているところもあります。地域事情に応じて必要な時間を制度化しましょう。
　業務の軽減措置
　業務軽減措置は、労基法65条で「妊娠中の女性が請求した場合には、他の軽易業務に転換させなければならない」とされており、事業主が拒否することのできない強制措置です｡業務軽減措置をするため配置転換が必要な場合も想定されますが、「妊産婦の請求」に基づくという法の趣旨からみて、「本人同意」が必要であることはいうまでもありません｡さらに労基法64条の３は、「妊娠中の女性および産後１年を経過しない女性（妊産婦）」について、「重量物を取り扱う業務､有毒ガスを発散する場所での業務その他有害な業務に就かせてはならない」としています。各職場では、これを最低基準として、実態に即した制度内容の拡充を求めるとともに、本人申請、本人同意に基づいて交渉をすすめ、実効性ある改善を実現しましょう｡
　ＶＤＴ作業（パソコンなどの機器を使用して、文章・画像等の作成やデータの入力・検索、プログラミングなどを行う作業のこと）については、同じ姿勢を拘束されること、電磁波による人体への影響が危惧されるなどしており、このような課題も含め、妊産婦が行う業務の範囲は、本人の申し出に基づき、労使で決定するよう取り組むことが必要です｡
〔要　求〕

	５－
⑥　労働基準法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。


〔解　説〕
　使用者は、妊産婦（妊娠中の女子および産後1年を経過しない女子）は請求した場合、時間外労働・深夜業・休日労働をさせることはできません（労基法66条）。この規定は、地方公務員の場合の「公務のために臨時の必要」（労基法33条３項）にもとづく時間外労働も命じることはできないとなっています。また、１か月単位、１年単位、１週間単位の変形労働時間制も、妊産婦が請求した場には、変形労働時間制で勤務させることはできません。
　代替要員の確保等の条件整備については、女性教職員の場合、産前休暇に入る日から起算して14週間（多胎妊娠の場合は22週間）、教職員を臨時的に任用できるとしています（女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律３条）。また、この規定は、学校栄養職員についても準用されています。

　各単組では、他の職種にも同法の内容を準用するよう取り組みを進めましょう。なお、代替職員の任用期間は、同法３条で、「人事院規則又は条例でこれより長い産前産後休暇期間を定めている場合は、当該期間とする」としていますので、確保している産前産後休暇期間に沿った期間とすることが必要です｡また、産婦は産後休暇期間から引き続き、育児休業期間に入ることが想定されるため、その点を考慮に入れた期間としていきましょう｡
〔要　求〕

	６．次世代育成支援対策推進法について
　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。
　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善をはかること。


〔解　説〕

　次世代育成支援対策推進法に基づき、特定事業主（自治体）として2005年３月までの策定が義務づけられていた職場における次世代育成支援のための「特定事業主行動計画」は、すべての自治体で策定されたことが確認されております。しかしながら、その考え方に基づく体制整備は進んでいません。今後も公共民間企業における行動計画の策定の推進をはじめ、計画の進捗状況の点検をはじめとした積極的な取り組みが必要です。
　次世代育成支援対策推進法は、2004～2014年度までの10年間に集中的かつ計画的に対策を実施するための時限法として制定されましたが、2015年度以降の次世代育成支援対策推進法の延長について検討することとなっています。その背景は、次世代育成支援対策推進法や「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」などを踏まえた取り組みを推進してきたが、企業の子育て支援にむけた行動変更を促すためにも、企業における仕事と子育ての両立支援について、より一層の取り組みの推進が必要であること。中小企業・非正規を含め、育児休業の取得促進など様々な取り組みを通じて、男女ともに仕事と子育ての両立支援を進めることが必要であるとし、延長・見直し検討を進めることとなっています。
〔要　求〕

	７．セクシュアル・ハラスメント等の対策について
　セクシュアル・ハラスメント、マタニティハラスメント、パワー・ハラスメントの防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。
　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。
　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。


〔解　説〕
　2007年の均等法改正で、使用者に対し「職場におけるセクシュアル・ハラスメント対策のための雇用管理上必要な措置を講じること」が義務付けられました。また、今回の改正では男性に対するセクシュアル・ハラスメントも含めて対策を講じることが義務づけられています。セクシュアル・ハラスメントには、大きく二つの特徴があります。
①　地位や権力を利用してより弱い立場にある労働者に対し、本人の意に反した性的行為を要求し、その結果において配置転換や昇進差別、解雇など雇用の安定・継続を脅かすこと（地位利用型）

②　労働者の意に反する性的言動（接触、いじめ、からかい、脅かし、性的なうわさの流布等）により、安全・快適な職場環境を脅かすこと（環境型） 
　セクシュアル・ハラスメントについて、「性的な言動」だけをさすと理解されがちですが、お互いを職場における対等なパートナーとして尊重しようとしない慣習や言動 （例えば、「女性は職場の潤滑油」「男が主で女は従」「女らしさ・男らしさの強要」「女性は若くてかわいければよい」「男性が性的に勝っている」など）も含まれます。マナーやモラルの欠如、「女性は性的好奇心の対象」「男は仕事、女は家庭」などという固定観念、女性の働く意欲や能力を認めない雰囲気や慣習を背景としてセクシュアル・ハラスメントは発生します。また、多くの場合被害者は女性ですが、男性が被害者になることもありますし､ 同性同士で起きることもあります。セクシュアル・ハラスメントは重大な人権侵害であり、その改善なくして快適な職場づくりはできません。労使一体となった取り組みを実施しセクシュアル・ハラスメントのない職場をつくりあげる必要があります。

　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を当局に求めるとともに、管理職・職員を対象にした研修や実態調査などの啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めることを求めて行きます。
　セクシュアル・ハラスメントは、安全で快適な職場環境で働く権利を侵害するとう労働安全衛生の問題でもあります。セクハラ対策の第一は予防であり、セクハラのない職場づくりですが、セクハラが起こってしまった場合には、安心して相談でき、救済と解決に当たる窓口が必要となります。窓口については、労使協議のもと、男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置し、被害者の立場に立って相談・苦情処理・救済・職場改善など具体的実施ができるよう求めて行きます。また、対照範囲については、正規職員だけでなく臨時・非常勤等職員やアルバイト、市民、取引先の会社範囲とします。＜資料６参照＞
　厳しい職場実態の中からは、モラル（パワー）・ハラスメントなども出されており、職場におけるいじめなどから、精神疾患などにつながる深刻なケースも見受けられます。個人としての名誉や尊厳を傷つける態度や強制は人権侵害ですし、人材育成を含む人事管理や業務の円滑な推進、快適な職場環境づくりの障害にもなりかねません。これらの課題に対しても適切な対応ができるように対策を検討する必要があります。
　マタニティハラスメントとは、働く女性が妊娠・出産を理由に解雇・雇止めをされることや、妊娠・出産にあたって職場で受ける精神的・肉体的なハラスメントです。働く女性にとって悩みとなる「セクハラ」「パワハラ」に並ぶ３大ハラスメントの１つです。しかし、「マタハラ」に対する認知度はわずか６％となっています。一方、４人に１人が「マタハラに該当する被害を受けたことがある」との連合で行った調査結果（2013年５月）がでています。
　職場でマタハラが起こる原因は「男性社員の妊娠・出産への理解不足・協力不足」や「社会の支援制度設計や運用の徹底不足」といえます。妊娠・出産・育児に関する規定や制度をしっかりと整備し、同時に職場への周知・啓発を行い、意識を高める必要があります。
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